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１．はじめに  

 大規模災害後の被災地への物資集中問題 1)の解決を図るため，土生・福本 2)はマッチングシステム（Matching 

System：MS）を提案・開発した．受援者と支援者が受取希望物資と提供可能物資をそれぞれ入力すると，MS は物

資の割当計画と輸送計画を出力する．橋本・福本 3)は，管理者がシステム運用に伴う全ての費用を負担すると先行

研究で仮定されていた点を問題視し，支援者にも運用費用の一部を負担させる MS を提案した．具体的には，物資

支援者に提供可能な物資の種類や数量に加えて，物資提供に対する支払意志額を尋ね，VCG メカニズムを用いて物

資の割当計画・輸送計画・費用負担を同時に決定するシステムである．VCG メカニズムは VCG ペイメントの算出

に伴う計算負荷が大きく，実装版 MS に組み込むには必ずしも適さないという課題がある．本研究では，橋本・福

本が提案した仕組みの実装に向けたアルゴリズム開発を試みる． 

２．VCG メカニズムの定式化 

 支援者を {1, , }i I ，受援者を {1, , }j J ，物資の種類を {1, , }k K で表す．受援者 j が受取を希望する物

資数量を 1( , , )K
j j jy yy で表す．支援者 i が提供可能な物資数量を 1( , , )K

i i iz zz ，物資一単位の提供に対する

支払意志額を 1( , , )K
i i iv vv でそれぞれ表す．支援者 iのいる場所から受援者 j のいる場所への物資 k の単位輸送

費用を k
ijc で表す． 

 物資の輸送は全て管理者が行う状況を考える．すなわち，割当計画が策定されると管理者は物資輸送の手配を行

い，被災地への輸送にともなって発生する費用を全て負担する状況である．ただし，支援者が事前に入力した支払

意志額により各支援者の費用負担額が割当計画と同時に策定されるため，輸送に伴う費用の多くは支援者が実質的

に負担する．単純化のため，物資の積替えは考えず全て一対一で輸送される状況を想定する．  

 割当計画は以下の最適化問題の最適解として求まる．ただし，M は十分大きい定数， k
js は受援者 j が支援者か

ら受け取ることのできない物資 k の数量（未充足量）を表す変数である． 
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目的関数の第一項は物資提供により生じるネットの価値を表し，第二項は物資未充足に伴う費用を表す．制約条件

の第一式は供給制約，第二式は需要制約，第三式と第四式は非負制約である．上記最適化問題は物資の種類別のサ

ブ問題に分割可能である．また，サブ問題において，未充足物資のダミー供給ノードを設け，目的関数の符号を変

えて最小化問題とすればヒッチコック型輸送問題に書き換えることができる． 

 支援者 iの VCG ペイメントは 
* *

( )i i iW W     と表される．ただし， *
iW は式(1)の最適化問題の最適値と最適

割当計画（最適解）で支援者 iが得る利得 *

,

k k
i ijj k

v x の差， *
( )iW  は式(1)の iz を 0とした場合の最適値である． i は

支援者 iが MS に情報を入力することで生じる他主体（ i以外の支援者，受援者，管理者）の利得の変化量であり支
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援者 iによる外部性を表す．外部性を内部化するペイメントとなっており，VCG メカニズムは（支援者の）個人合

理性と誘因整合性，ならびに割当効率性を満たす．一方，VCG ペイメントの計算に式(1)と同規模の最適化問題を

計 1I  回解く必要がある．特に大量の支援者が MS にアクセスして物資提供を申し出た場合には計算負荷が非常に

大きくなる． 

３．同時競上げ方式の定式化 

 以下では，1) VCG メカニズムと同じ割当計画と費用負担を出力する，2) 誘因整合性などの優れた理論的性質を

持つ，3) 計算負荷が小さい，という 3つの特徴を持つアルゴリズム（同時競上げ方式）を定式化する．Ausubel and 

Milgrom
4)が提案した代理人による同時競上げオークションを MSの割当計画・費用負担決定問題に適用する． 

 代理人による同時競上げ方式では支援者が最初に入力した iz と iv の情報をもとに以下のアルゴリズムに従って

最終的な割当 *k
ijx とペイメント * *

, ,

k k
i ij iji j k

b x  を決定する． 
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4) IF , 1 ,, , : k t k t
ij iji j k b b  1t t   and GOTO 2),  ELSE END 

上記のアルゴリズムでは，2)において，各支援者の代理人が受援者・物資種類別に定義された提供権の購入希望枚

数と購入希望価格を管理者に申告する．一方，3)では，管理者は暫定的な提供権の割当計画を決定する．その上で，

暫定的な割当計画において提供可能物資の全部又は一部の割当が決まらなかった支援者に対して（割当がされなか

った受援者・物資種類に関する提供権の）購入希望価格を引き上げることを認め，再度 2)に戻る．提供権の価格が

変化しなくなった時点で最終的な割当とペイメントが決定する． 

 計算負荷という点では VCG ペイメントより大幅に小さくなる．2)の最適化問題の解は自明であり，各支援者の代

理人は物資の種類別に ,( )k tk
i ijv b が最大となる提供権を提供可能物資の数量分だけ購入すればよい．一方，3)では

式(1)-(5)と同規模の最適化問題をステップ毎に解く必要がある．ただし，ステップ tが変化しても提供権の購入希望

価格が変化するだけであり，購入希望価格の変化が小さければ暫定的な割当計画が変化しない場合は多い．また，

暫定的な割当計画が変化する場合も変化後の割当計画は変化前の計画の近傍に位置することが多いと予想される．

その場合，ヒッチコック型輸送問題における飛び石法や MODI 法などを用いて効率的に変化後の価格を求めること

が可能である．いずれにせよ，支援者数が大きい場合も解くべき問題の規模は大きくなるが，解くべき回数は支援

者数の増加に伴って増えないため，MS への実装という点では VCG メカニズムより優れていると言える． 

 現在，集積所などへの積替えが生じる場合にも対応可能なアルゴリズムの開発に取り組んでおり，成果が出た場

合には講演時に報告したい． 
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